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 13 筑波大学附属大塚特別支援学校 R4～R7 

 

令和７年度研究開発自己評価書 

 

 Ⅰ  研究開発の内容  

１ 教育課程 

（１）編成した教育課程の特徴 

①インクルーシブ教育システムの推進 

現行学習指導要領（特別支援学校・小学校）では各教科の目標や内容が系統的に示されたとともに、

生活科は「小学部と小学校１・２年」、理科・社会科は「中学部と小学校３・４年」「高等部と小学校 5･6

年」に関連性が図られている。一方で特別支援学校学習指導要領には「自立と社会参加」をキーワード

に、知的障害のある児童生徒の特性等を踏まえた目標・内容・内容の取扱いも示されており、多様な学び

の場ごとに特別支援教育の充実を図ること、いわゆるインクルーシブ教育システムの推進が重要であること

が示唆される。そのようなことから、カリキュラムが児童生徒一人一人の実態にできる限り寄り添うものであ

ること、そして自立と社会参加に繋がる学習経験を積み重ねるものであることが重要であり、このような視

点に立ったカリキュラムの編成が資質・能力の一層の育成を図ることができると思われる。 

そこで本研究では、先行研究を踏まえ生活科・理科・社会科に焦点化し、知的障害のある児童生徒の資

質・能力を段階的に育成できるカリキュラムを例示することに取り組むこととした。なお研究推進に当たって

は「カリキュラム開発の考え方」（表１）を整理し、４年間の研究開発を進めた。 

②知的障害教育の継承と発展 

本研究は先述①の通り、小学校との学びの連続性を図るカリキュラムモデルの創造に取り組んだ。その

際は小学校との同一性を図るのではなく、キーワード（具体的・反復的・段階的・体験的）をもとにこれまで

の知的障害教育が積み重ねてきた知見でもある「知的障害のある児童生徒の学習上の特性」や「教育的

表１ 本研究におけるカリキュラム開発の考え方 

教科 考え方 

生
活
科 

授業時数は十分に確保できるため（右

図）、児童の実態に応じて段階的に資質・

能力を育むことができるカリキュラムを検

討する。 

 
授業時間数（小学校標準授業時間数と本校の各教科） 

※本校中学部は合わせた指導（生活単元学習）を一部実

施しているため、理科・社会科の総時数は「５２時間」になる

が、教科別として年間３５時間を設定しており、研究対象は教

科別の時数とした。 

理
科 

授業時間数は限られるため（右図）、内

容の精選や創造、そして軽重を検討すると

ともに、中学部と高等部を連続的に捉える

ようにする。中学部と高等部を連続的に捉

えることで、授業時間数の確保だけでなく、

合計６年間を通して生徒の学びを段階的

に深め広げることに繋がるカリキュラムを

検討する。 

社
会
科 
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対応の基本」など、現行の特別支援学校学習指導要領（図１～３）を踏まえた教育課程を編成した。 

 
図１ 学習上の特性 

 
図２ 教育的対応の基本 図３ 教科別に指導を行う場合 

 

（２）教育課程の内容は適切であったか 

①児童生徒の実態 

本校は幼稚部・小学部・中学部・高等部の 4 学部を有する知的障害特別支援学校で、研究対象の学部

は小学部（児童 24 名）・中学部（生徒 17 名）・高等部（生徒１９名）とした（※在籍人数は報告書提出時点）。児童

生徒の教育的ニーズに関する実態も幅広く、1 学級にも複数段階の児童・生徒が在籍している（図４，５）。 

多様な実態を有する学習集団に対して、一人一人の興味関心や生活経験など個別の教育的ニーズを

踏まえながら、主体的に取り組もうとする姿に繋がる学習計画（単元配列・単元計画・1 授業時間）を工夫

し、評価・改善を繰り返すことができたのではないかと考えている。 

  
図４ 学習指導要領における「段階の考え方」 図５ 学習指導要領における「段階の考え方」 

②障害特性を踏まえた学習計画の工夫 

特別支援学校学習指導要領総則（図１）では、児童

生徒の特性として「学習内容が断片的になりやすく、実

生活で応用することが難しい」「成功経験の不足等か

ら、主体的に活動に取り組む意欲が育っていないこと

が多い」と示されている。また児童生徒の実態からも、

研究開発においては既習事項の想起・関連付けが図り

やすいカリキュラムを計画することが重要である。特に

授業時数との兼ね合いから中学部・高等部は各 3 年

間の単元配列を作成することとした（図 6）。このような

形を整えることで、系統的な学習計画の立案に繋がる

とともに、学習内容の関連付けを図ることができる等点

でも適切であったと考えている。 

 
図６ 社会科の単元配列表（中学部－高等部） 
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③教科等横断的な学習の視点 

研究１年次目・3 年次目に実施した全国知的障害特別支援学

校アンケート調査から、生活科・理科・社会科の取扱いについては

「教科等合わせた指導」（以降は“合わせた指導”とする）として実

践されている割合が高いことが示された（図７，８）。本校もこれま

では合わせた指導として理科・社会科を取り扱ってきた経緯があ

り、教科別の授業づくりについては職員研修会や授業研究会を反

復的な取り組みを通して内容の充実を図ってきた。4 年間の研究

を通して、教科別の指導形態にすることで各教科固有の見方・考

え方をより明確にした学習を展開できるのではないかと考えてい

る。一方で、教科ごとで学習内容が分断されるのではなく、教科等

横断的な視点でカリキュラム全体を工夫することが必要不可欠で

あることに留意し、単元配列表を中心に学習計画を立案すること

ができた。このような取り組みを通して、児童生徒が学習したことを

他の場面で活かす、「知っている」「分かる」を実感できる授業に

繋がったと考えている。 

 

（３）授業時間等についての工夫 

１授業あたりの時間の変更はなく、小学部は４５分、中学部・高等部

は５０分である（図９～11）。 

①時間割の編成・運用 

学部によって柔軟な運用を検討することを前提に研究を進め、

中学部は生徒の実態を考慮し、理科・社会科のまとめ取りができる

時間割編成を工夫した。これは、他教科等との関連や題材に適し

た時期等を踏まえ、ある期間は理科/社会科のどちらか一方を２日

間続けて学習するよう計画することで、生徒が前時の学習内容を

想起したり関連付けたりしながら主体的に学習に参加しやすくする

ことをねらいとした。高等部は他教科等も含めた教育課程の運用

（特に現場実習）を考慮し、中学部のようなまとめ取りは行わず、時

間割に基づく指導とした。 

 

（補足）本校高等部では、第

一次現場実習（春期）：２年生

・３年生が約２週間、第二次現

場実習（秋期）：１年生と３年

生が約２週間産業現場等に

おいて実習を行っている。 

 

 

図７ 小学部生活科の結果 

 

図８ 中学部理科の結果 

 
図９ 小学部（３～６年）の時間割 

  
図 10 中学部の時間割 図 11 高等部の時間割 
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２  指導方法・教材等 

（１）実施した指導方法等の特徴 

本研究の指導形態は生活科（低学年のみ合わせた指導）・理科・社会科の全体を通して教科別の指導

として実施している。詳細について下記に示す。中学部・高等部の「課題別」については、共通の内容の単

元計画をもとに、学習集団の実態に応じて活動計画を調整することで、多様な実態に応じた学習を実施で

きるようにしている。 

 

①生活科（表２） 

学部 集団編成 指導者 学習の様子 

小
学
部 

学級集団 

1 学級 8 名 

学級担任 

1 学級 3 名 

１・２年 

 

３・４年 

 

５・６年 

 

 

②理科（表３） 

学部 集団編成 指導者 学習の様子 

中
学
部 

課題別 

3 班編成 

１班 6 名 

学部教員

で分担 

1 班 2 名 

第 1 班 

 

第 2 班 

 

第 3 班 

 

高
等
部 

課題別 

3G 編成 

1G 8 名 

学部教員

で分担 

1G 2 名 

第 1 グループ 

 

第 2 グループ 

 

第 3 グループ 

 

※集団編成：中学部は「班」、高等部は「グループ（G）」として生徒に説明していることに倣い表記 

③社会科（表４） 

学部 集団編成 指導者 学習の様子 

中
学
部 

課題別 

3 班編成 

１班 6 名 

学部教員

で分担 

1 班 2 名 

第 1 班 

 

第 2 班 

 

第 3 班 

 

高
等
部 

学級集団 

1 学級 8 名 

（基準） 

学級担任 

1 学級 2 名 

1 年 

 

2 年 

 

3 年 
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（２）指導方法等は適切であったか 

①課題別グループ編成・個別の指導目標の基準となる段階表の作成 

各教科の段階の共通の指針である「段階の考え方」（図４，５）をベースに検討を行い（図 12，13）、本

研究では小学部３段階、中学部２段階、高等部２段階と分けるのではなく、合計７段階として整理した。これ

は実態差や児童生徒一人一人の多様な教育的ニーズに応じた柔軟な対応ができるようにするためで、個

別の指導目標を検討する際の手立て、課題別学習グループを編成する際の基準としてまとめた（図 14）。

授業改善による取り組みは引き続き重要になるが、本研究では個別の指導目標と具体的な手立てによる

評価、課題別のグループ編成による学習活動の展開を通して、一人一人の実態により沿った指導に繋げる

ことができたのではないかと考えている。 

 

図 12 本研究における段階表のたたき台 ver.1 図 13 本研究における段階表のたたき台 ver.2 

 
図 14 本研究における段階表 
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 Ⅱ  実施の効果  

１ 児童・生徒への効果 
本研究におけるカリキュラム評価は、田中・根津（２００９）を参考に評価シートを作成し、３年次目１学期

から評価・改善のサイクルを進めた。評価手続きは「授業評価」、「単元評価」、「カリキュラム評価」の３種

で、図１～３の見方や考え方を評価シートに反映することで、本研究のキーワードである知的障害教育の継

承と発展に具体的に取り組むようにした。毎回の授業研究会での相互評価を通して、児童・生徒の資質・

能力の育成、主体的に取り組む姿などに向けた授業改善に取り組むことができた。 

（
表
５
） 

⑥ 

２
０
２
５
年 

１
０
月
３
１
日 

【授業研究会（小学部・生活科）】 

小学部つき組（３・４年） 

「伝えよう！合宿の思い出（大塚祭にむけて）」 

授
業
者 

T１ 當眞 正太 教諭 

T2 門野 あすか 教諭 

T3 佐々木 小百合 教諭 

   

 

 

（
表
６
） 

④ 

２
０
２
５
年 

１
０
月
２
４
日 

【授業研究会（中学部・理科）】 

中学部課題別グループ第 3 班 

「ものの温度と体積」 

授
業
者 

MT 古江 陽子 教諭 

ST  宮林 一菜 教諭 
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（
表
７
） 

⑧ 

２
０
２
５
年 

１
１
月
６
日 

【授業研究会（高等部・社会科）】 

高等部 第 3 学年 

「水のゆくえ～上水道と下水道のしくみ」 

授
業
者 

MT 田中 麻衣 教諭 

ST  河島 哲 教諭 

    

 

 

２ 教師への効果 

先述「Ⅱ‐１」の通り、本研究ではカリキュラムについて評価手続きを整理し、カリキュラム全体の評価・改

善にも取り組んできた（表８）。「２．教師への効果」については「カリキュラム評価」の一部結果を掲載する

（表９）。授業研究会において代表学部から当該学部のカリキュラムの概要説明を受けて、教職員全体で共

通の観点から評価し合うことで、学校全体でカリキュラムの評価・改善に取り組むことができた。 

表８ 本研究におけるカリキュラム評価の目的 

本研究におけるカリキュラム評価 

本研究はインクルーシブ教育システムの推進の一助となることを目指したカリキュラムの開発に取り組

んでいる。検討しているカリキュラムが指導者と学習者それぞれにとって、下記の点で有用であることを

明らかにするために、その評価を行う。 

指導者における目的 学習者における目的 

①授業時数等の教育課程の実情を踏まえたうえ

で、知的障害のある児童・生徒の資質・能力を

段階的に育むことのできるカリキュラムモデルで

あるか。 

②児童・生徒の学習の様子をもとに評価・改善が

循環するカリキュラムであるか。 

①児童・生徒が各教科の見方・考え方に触れたり

働かせたりしながら、資質・能力を段階的に育む

ことのできるカリキュラムモデルであるか。 

②児童・生徒が各教科の学習に主体的に取り組

み、達成感等を得られるカリキュラムモデルであ

るか。 

 

表９ カリキュラム評価の結果（「Ⅱ‐1 児童・生徒への効果に関する実践に関連） 

No. 観点 質問内容 ※回答は各項目を１０点満点とし、個人ごとに点数化して回答する 

１ カリキュラムの共有 主に授業研究会を通して、検討されたカリキュラムについてどれくらい知ることができたと思いますか？  

２ カリキュラムの背景 
学部の教育課程や学習集団の実態などを踏まえて、カリキュラムが計画・実践されたことについて、ど

れくらい分かったと思いますか？  

３ カリキュラムの拡がり 
（主体的な学びを大切にすることは前提で、）社会に開かれたカリキュラムという視点では、どれくらい

計画・展開されていたと思いますか？  

４ 展開するための資源 カリキュラムを実施する上で、必要な資源（ひと・もの・こと）について、どれくらい分かりましたか？  

3.6 3.6 3.5 3.7 3.8 3.5 3.8 3.7 3.7 3.6
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５ カリキュラムの構想 カリキュラムが何を目指しているのか、その構想やねらいについて、どれくらい分かりましたか？  

６ 実現するための工夫 カリキュラムの構想を実現するために様々な工夫がなされていることについて、どれくらい分かりましたか？  

７ カリキュラムの結果 
カリキュラムの実践を通して考えられた学習の成果や課題（学びの様子や改善点など）について、どれ

くらい分かりましたか？  

８ カリキュラム開発のコスト カリキュラム開発に要したコスト（お金、時間、人手、場所、手間など）について、どれくらい分かりましたか？  

９ 他の実践からの学び 
カリキュラム開発に当たって、他校種も含めて、どれくらい他の実践を参考にしながら検討し、計画・展

開されていたと思いますか？  

10 一般化可能性 
開発しているカリキュラムが改訂後の指導要領に反映された場合、他の学校でこのカリキュラムを実施

できると思いますか？  

日程 様子 結果 （■全体 ■学部外 ■小学部 ■中学部 ■高等部） 

⑥ 

小
学
部
・生
活
科   

④
中
学
部
・理
科   

  

⑧
高
等
部
・社
会
科  

 

 

 

３ 保護者等への効果 

 各学部で学習内容に関連付けた学校と家庭の往還的な学びの工夫が展開された（表１０）。学習後の様

子について連絡帳を通して聞き取ることから長期休みの課題の一つとして依頼するものまで、学校と家庭

の双方で無理のない範囲で学びを繋げることにより、保護者からも肯定的な声をいただくことができたと考

える。 

内容 ※授業研究会・授業者自評資料より抜粋 
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 Ⅲ 研究実施上の問題点と今後の課題  

本研究は知的障害特別支援学校における生活科・理科・社会科の教科別の指導について、今後のイン

クルーシブ教育システムの推進の観点から、小学校との学びの連続性を図るカリキュラムモデルの創造に

取り組んだ。研究開発を通して知的障害のある児童生徒が各教科の見方・考え方を働かせながら、資質・

能力を育成することができるカリキュラムとなるためには、特別支援学校学習指導要領で示されている「知

的障害のある児童生徒の教育的対応の基本」等をカリキュラムに反映することが重要であると考えられ

た。また、教員一人一人がカリキュラム開発に参画するプロセスを通して、学部の実情に応じたカリキュラム

の編成に繋がることが示唆された。以下、今後の課題について記述し報告書のまとめとする。 

 

① 社会参加とカリキュラム 

運営指導委員・唐木清志先生（筑波大学）から

は４年間、社会科やカリキュラムの視点からも多岐

にわたるご指導をいただいた（図 15）。「社会参

加」は特別支援教育全体に共通するものであり、各

学部の学校と家庭の往還的な学びの工夫は、知的

障害教育で教科学習を実践する際の重要な視点

であると考えている。一方、本研究はあくまでも一部

であり、児童生徒や環境に応じた多様な方法があ

る。引き続き社会参加とカリキュラムにどのように反

映していくことができるか検討を重ねていきたい。 

 

図 15 唐木先生・講演資料 

（２０２２年度 研究発表会・講演会資料より抜粋） 

② 知的障害教育における「教育課程研究」 

運営指導委員・菊地一文先生（弘前大学）から

も 4 年間ご指導をいただき、研究を推進することが

できた。そのひとつとして図 16－④について、知的

障害教育における「教育課程研究」の一つとして、

「カリキュラム評価」の手続きを整理することができ

た。評価パッケージの一事例として他校に寄与でき

ると思われる一方で、評価項目や点数評価の内容

等の妥当性についても引き続き検討する余地があ

ると考えている。 

 
図 16 菊地先生・講演資料 

（２０２３年度 研究発表会・講演会資料より抜粋） 
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③ 知的障害教育の継承と発展 

運営指導委員・米田宏樹先生（筑波大学）

には長年学校研究へのご指導をいただいてい

る。特に研究前年にいただいた内容（図 17）

は本研究の土台となるものであり、研究を推

進する上では現行特別支援学校学習指導要

領の「知的障害のある児童生徒の教育的対

応の基本」等をカリキュラム全体に意識しなが

ら取り組んできた。特に開発したカリキュラム

で学びを積み重ねた児童・生徒の様子につい

ては抽出児童・生徒として、事例研究の視点

からさらに深める余地があると考えている。 

 
図 17 米田先生・講演資料 

（２０２１年度・研究協議会・講演会資料より抜粋） 

 


